特定非営利活動法人××××××××
たん吸引等の実施のための研修事業　業務規程
（事業所の名称･所在地）
第１条　本事業は、次の事業者が実施する。
　　　　　名　称：特定非営利活動法人××××××××
　　　　　所在地：××県××市××××××××
（目的）
第２条　本事業は、居宅において、必要なケアを安全に提供するため適切なたん吸引等を行うことができる介護職員等の養成を目的とする。
（実施課程及び形式）
第３条　前条の目的を達成するために、次の研修事業（以下研修という。）を実施する。

　たん吸引等の実施のための研修事業（通学形式）
（研修事業の名称）
第４条　研修事業の名称は次のとおりとする。
特定非営利活動法人××××××××
たん吸引等の実施のための研修事業（通学形式）
（年間事業計画）
第５条　平成２４年度の研修事業は次の計画のとおり実施する。
	回数
	実　施　期　間
	募集定員

	第１回
	平成24年4月1日～平成24年4月30日
	１０名

	第２回
	平成24年5月１日～平成24年5月31日
	１０名

	第３回
	平成24年6月1日～平成24年6月30日
	１０名

	第４回
	平成24年7月1日～平成24年7月31日
	１０名

	第５回
	平成24年8月1日～平成24年8月31日
	１０名

	第６回
	平成24年9月1日～平成24年9月30日
	１０名

	第７回
	平成24年10月1日～平成24年10月31日
	１０名

	第８回
	平成24年11月1日～平成24年11月30日
	１０名

	第９回
	平成24年12月1日～平成24年12月31日
	１０名

	第１０回
	平成25年1月1日～平成25年1月31日
	１０名

	第１１回
	平成25年2月1日～平成25年2月28日
	１０名

	第１２回
	平成25年3月1日～平成25年3月31日
	１０名


（受講対象者）
第６条　受講対象者は次の者とする。原則として、これから、たん吸引等の業務にあたる者。または、当法人が認めた者。
 （研修参加費用）
第７条　研修参加費用は次のとおりとする。
	内　　訳
	金　　額
	納付形態
	納付期限

	受講料
	３０，０００円
	一括納入
	受講開始当日まで


 （使用教材）
第８条　研修に使用する教材は次のとおりとする。
厚生労働省『介護職員等によるたん吸引等（特定の者対象）の研修テキスト』
（研修カリキュラム）
第９条　喀痰吸引等に関する法律及び制度及び実務に関する科目について講習を行う。研修を修了するために履修しなければならないカリキュラムは別表１のとおりとする。演習、実地研修では人工呼吸器装着者に対する喀痰吸引を行う。
（研修会場）
第１０条　前条の研修を行うために使用する講義及び演習会場は、当法人事務所とする。（別表２）
（担当講師）
第１１条　研修を担当する講師は別表３のとおりとする。
（実地研修）
第１２条　実地研修は特定の者宅に於いて特定の行為のみを行う。
（募集手続き）
第１３条　募集手続きは次のとおりとする。
（１）研修受講希望者は、当法人研修事業部宛てに受講希望の旨を連絡する（募集期間内でありかつ確実であれば方法は問わない。電話、口頭、ＦＡＸ等）。
（２）希望者は、募集期間内であれば、定員に関係なく応募を受け付ける。
（３）当法人研修事業部は、応募者の実務実績等を考慮し、必要に応じて面接審査を行った上で受講者の決定を行い、受講決定者のみに電話で通知を行う。
（４）受講決定者は、指定された期日までに受講料及びテキスト代を納入する。納入方法は、直接持参または振込とする。ただし、一度納入した受講料またはテキスト代は、いかなる場合も返還しない。
（５）当法人研修事業部は、受講決定後直ちに教材を直接あるいは郵送で配布する。
（修了の認定）
第１４条　第９条に定めるカリキュラムをすべて履修した者を修了と認定する。
（研修欠席者の扱い）
第１５条　理由の如何にかかわらず、研修開始から２０分以上遅刻した場合は欠席とする。また、やむを得ず欠席する場合は電話等で当法人に必ず連絡する。出欠の確認は、研修当日、口頭での確認により出欠表に記載される。
（補講について）
第１６条　本研修のスクーリングの一部を欠席した者は、欠席した時間に相当する時間を、担当講師による補講を受けることにより、当該科目を修了した者とみなす。補講に関する受講料については、これを徴収しない。また、補講の実施は当法人において実施する。
（受講の取り消し）
第１７条　次の各号の一に該当する者は、受講を取り消すことができる。
（１）学習意欲に著しく欠け、修了の見込みがないと認められる者
（２）研修の秩序を乱し、その他受講者としての本分に反した者
（修了証明書等の交付）
第１８条　第１４条により修了を認定された者は、当法人において社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和６２年２月１５日厚生省令第４９号）附則第１３条第３号に規定する修了証明書及び修了証明書（携帯用）を交付する。
（修了者管理の方法）
第１９条　（１）修了者は修了者台帳に記載し、指定された様式に基づき知事に報告する。
（２）修了者の出席・成績に関する書類、実地研修修了確認書、受講者及び修了者に関する台帳は、当法人研修事業部にてこれを保管する。
（３）修了証明書等の紛失等があった場合は、修了者の申し出により再発行を行うことができる。
（安全・衛生の管理）
第２０条　（１）研修責任者は、受講生の安全、清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行わなければならない。 

（２）研修責任者は、設備及び備品等について、衛生的な管理に努めなければならない

（３）実地研修においては、,指導看護師の元、安全に留意して、実地研修を行わなければならない。

（秘密の保持）
第２１条　職員は、正当な理由がある場合を除き、業務上知り得た秘密を漏らしてはならない。退職後も同様とする。

　　（書類の保存）
第２２条　業務の実施に係る帳簿、諸記録を整備し、その完結の日から２年間保管しなければならない。
（受講中の事故）
第２３条　受講中の事故については、応急処置のみ対応し、損害賠償事故については、保険会社などと損害賠償保険等の契約を結び対応する。
（苦情相談）
第２４条　（１）利用者からの相談、苦情等に対する窓口を設置し、受講者の要望、苦情等に対し、迅速に対応する。

（２）前項の苦情の内容等について記録し、その完結の日から２年間保存する。
（研修事業執行組織と研修責任者）
第２５条　研修事業は、特定非営利活動法人××××××××研修事業部（たん吸引研修通学係）で行う。研修責任者は理事長とする
（施行細則）
第２６条　この業務規程に必要な細則並びに、この業務規程に定めのない事項で必要があると認められる時は、当法人がこれを定める。
附　則

第１条　この業務規程は、平成２４年４月1日から施行する。

講師一覧表（別表３－１）
	ふ　り　が　な

氏　　名
	生年月日
	住　　　　所
	学　歴
	職　歴
	資　格
	実務経験
	担当科目

	＊＊＊＊
	昭和＊＊年＊月＊日
	＊＊市＊＊＊＊＊＊
	平成＊＊年

看護学校卒業
	平成＊＊年

ＮＰＯ法人
××××××××
	正看護師
	準看護師・看護職
	②③④⑤



	＊＊＊＊
	昭和＊＊年＊月＊日
	＊＊市＊＊＊＊＊＊
	平成＊＊年

養護学校卒業
	平成＊＊年

ＮＰＯ法人

全国重度障害者

相談支援協会
	相談支援専門員

ピアカウンセラー
	ピアカウンセリング
重度訪問介護講師
	①



	＊＊＊＊
	昭和＊＊年＊月＊日
	＊＊市＊＊＊＊＊＊
	平成＊＊年

福祉専門学校卒業
	平成＊＊年

ＮＰＯ法人
××××××××
	介護福祉士

相談支援専門員
	介護職に従事

重度訪問介護講師
	補助員

	＊＊＊＊
	昭和＊＊年＊月＊日
	＊＊市＊＊＊＊＊＊
	平成＊＊年

養護学校卒業
	平成＊＊年

ＮＰＯ法人
××××××××
	相談支援専門員

ピアカウンセラー
	ピアカウンセリング

重度訪問介護講師
	①

	＊＊＊＊
	昭和＊＊年＊月＊日
	＊＊市＊＊＊＊＊＊
	平成＊＊年

福祉専門学校卒業
	平成＊＊年

ＮＰＯ法人

全国重度障害者

相談支援協会
	介護福祉士

相談支援専門員
	介護職に従事

重度訪問介護講師
	補助員

	＊＊＊＊
	昭和＊＊年＊月＊日
	＊＊市＊＊＊＊＊＊
	平成＊＊年

経営学部卒業
	平成＊＊年

ＮＰＯ法人
××××××××
	介護福祉士

サービス提供責任者
	介護職に従事

重度訪問介護講師
	補助員


講師一覧表（別表３－２）
	ふ　り　が　な

氏　　名
	生年月日
	住　　　　所
	学　歴
	職　歴
	資　格
	実務経験
	担当科目

	＊＊＊＊
	昭和＊＊年＊月＊日
	＊＊市＊＊＊＊＊＊
	平成＊＊年

法学部卒業
	平成＊＊年

ＮＰＯ法人
××××××××
	介護福祉士

相談支援専門員
	介護職に従事

重度訪問介護講師
	補助員

	＊＊＊＊
	昭和＊＊年＊月＊日
	＊＊市＊＊＊＊＊＊
	平成＊＊年

工学部卒業
	平成＊＊年

ＮＰＯ法人
××××××××
	介護福祉士

相談支援専門員
	介護職に従事
	補助員

	＊＊＊＊
	昭和＊＊年＊月＊日
	＊＊市＊＊＊＊＊＊
	平成＊＊年

短期大学卒業
	平成＊＊年

ＮＰＯ法人
××××××××
	介護福祉士

ガイドヘルパー

（全身性）
	介護職に従事

重度訪問介護講師
	補助員

	＊＊＊＊
	昭和＊＊年＊月＊日
	＊＊市＊＊＊＊＊＊
	平成＊＊年

工業学校卒業
	平成＊＊年

ＮＰＯ法人
××××××××
	介護福祉士

相談支援専門員
	介護職に従事

重度訪問介護講師
	補助員

	＊＊＊＊
	昭和＊＊年＊月＊日
	＊＊市＊＊＊＊＊＊
	平成＊＊年

養護学校卒業
	平成＊＊年

ＮＰＯ法人
××××××××
	相談支援専門員

ピアカウンセラー
	ピアカウンセリング

重度訪問介護講師
	①

	＊＊＊＊
	昭和＊＊年＊月＊日
	＊＊市＊＊＊＊＊＊
	平成＊＊年

歯科専門学校卒業
	平成＊＊年

ＣＩＬ××××
	ピアカウンセラー
	ピアカウンセリング
	①

	＊＊＊＊
	昭和＊＊年＊月＊日
	＊＊市＊＊＊＊＊＊
	平成＊＊年

高校卒業
	平成＊＊年

ＮＰＯ法人
××××××××
	２級ヘルパー
	介護職に従事
	補助員

	＊＊＊＊
	昭和＊＊年＊月＊日
	＊＊市＊＊＊＊＊＊
	平成＊＊年

高校中退
	平成＊＊年

ＮＰＯ法人
××××××××
	２級ヘルパー
	介護職に従事
	補助員


研修会場一覧（たん吸引等の実施のための研修事業　）
事業者名：特定非営利活動法人××××××××
平成２４年４月１日現在　業務規程表２
	区　分
	会　場　名
	所　在　地
	定員　名
	広さ　㎡
	確認年月

	講義会場
	××××××××事務所
	××県××市××××××××
	１０
	１２０㎡
	H２４．3

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	演習会場
	××××××××事務所
	××県××市××××××××
	１０
	１２０㎡
	H２４．3

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


平成２４年度　たん吸引等の実施のための研修事業
所　要　経　費　見　積　書
特定非営利活動法人××××××××
単位：円

	項　　　目
	金　　　額
	算　出　内　容

	収　入　合　計
	3,600,000
	

	
	１　受講料
	3,600,000
	＠30,000×10名×12回

	
	２　テキスト代
	実費
	

	支　出　合　計
	3,600,000
	

	
	３　講師人件費

	   1,920,000
	＠4,000×２人×20時間分×12回

	
	４　テキスト購入
	実費
	

	
	５　修了証明書印刷
	12,000
	＠100×10名×12回

	
	６　消耗品・印刷費等事務経費
	200,000
	募集案内作成・プリントコピー印刷
電話代・切手代等

	
	７　事務人件費

	468,000
	

	
	８　備品購入費
	1,000,000
	吸引用具一式、経管栄養用具一式、

経管栄養訓練モデル等
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